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知識創造イノベーションと事業承継

磯部 雄司 
（静岡県立大学大学院経営情報イノベーション研究科博士後期課程）

Ⅰ　問題意識

　知識創造によるイノベーションの実際の事例と

して，エーザイのアリセプトの開発プロセスは創

業家が推進する組織的知識創造によるイノベー

ションである，という視点が考えられている

（Nonaka & Takeuchi, 2019）。しかし，なぜエー

ザイ創業家は組織的知識創造によるイノベーショ

ンを継続的に推進でき，エーザイ関係者を含めた

ステークホルダーに受け入れられてきたのだろう

か。

Ⅱ　先行研究

1　企業家（アントレプレナー）活動とイノベー

ション

　Schumpeter（1912, 1926）は，イノベーション

を担う主体として，一般的な経営者ではなく，企

業家（アントレプレナー）の役割を主張し，企業

家の行う不断のイノベーションこそが経済を変動

させる，としている（三谷，2013）。組織的知識

創造によるイノベーションにおいても，企業家の

役割を明らかすることは重要であることが示唆さ

れる。

2　ファミリービジネスと企業家活動

　Nordqvist & Melin（2010）は，企業家的ファ

ミリー（actor），企業家的行動（activity），企業

家的志向（attitude）というフレームワークを示

した。Zellweger（2012）は，ファミリービジネ

スの世代を超えた企業家活動について，創業家の

役割を明らかにすることの重要性を説いている。

加藤（2013）は，ミツカングループの事例分析か

ら，ファミリー企業家による企業家活動と戦略創

造のダイナミックな関係を明らかにした。しか

し，加藤（2013）は，ファミリー企業家が新たに

創造したビジョンやドメインがその時代ごとのス

テークホルダーたちにどう受け入れられていたの

か，知識創造や組織学習の観点から分析を行う必

要性を示唆している。

3　組織的知識創造理論の構築

　野中（1974）は，組織の環境適合理論モデルを

構築するに際し，サイモンが提唱した意思決定の

理論（Simon, 1947）を研究し，「形式知」，すな

わち情報やデータよりも，Polanyi（1967）によ

り提唱された「暗黙知」や経験に注目した。ま

た，加護野（1988）によると，組織におけるひと

びとが，いかにして知識を利用し獲得するかとい

う観点から，組織現象をとらえなおす必要があ

り，そのような分析視角を「組織認識論」と呼ん

だ。以上の議論を受けて，Nonaka & Takeuchi

（1995）は，形式言語によってあらわすことがで

きる知識である「形式知」よりも，形式言語で言

い表すことが難しい知識である「暗黙知」がより

重要であるとして，「知識創造企業」というコン

セプトを提唱した。
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4　組織的知識創造理論とイノベーション

Nonaka & Takeuchi（1995）は，「暗黙知」と

「形式知」がどのように変換し，組織的知識創造

（新しい知識の創造）によるイノベーションにつ

ながるかを「SECI モデル」により説明した。し

かし，なぜ組織的知識創造理論とイノベーション

が組織内に浸透していくかについては，実際の事

例を研究する必要があると考えられる。

Ⅲ　研究課題

　なぜ，エーザイ創業家は組織的知識創造による

イノベーションを継続的に推進でき，エーザイ関

係者を含めたステークホルダーに受け入れられて

きたのだろうか。

Ⅳ　研究方法

　エーザイの社史，ホームページ，有価証券報告

書，創業家の著作物等の公開情報から，エーザイ

創業家の組織的知識創造によるイノベーションに

ついて特質を紹介すると共に，エーザイ関係者に

対する半構造化インタビュー調査を実施して

GTA 法による質的分析（戈木，2013）を行うこ

とにより，エーザイ創業家が組織的知識創造によ

るイノベーションを推進することが事業承継に与

える影響についてまとめた。

Ⅴ　事例紹介：エーザイと創業家

1　エーザイ株式会社の概要

　創業者，内藤豊次氏が後のエーザイとなる日本

衛材株式会社を設立（1941 年）。創業家二代目の

内藤祐次氏が代表取締役（1966 年 -1988 年）お

よび創業家三代目の内藤晴夫氏が代表取締役

（1988 年 -）を務めている。また，2022 年時点で

内藤晴夫氏の娘婿のアイヴァン・チャン氏および

内藤晴夫氏の子息の内藤景介氏が執行役を務めて

いる。大株主 10 位には内藤記念科学振興財団が

入っており，その株式所有割合は 1.47% であ

る （1）。

　本社所在地は東京都文京区，資本金 450 億円

（2022 年 3 月 31 日 時 点 ）， 従 業 員 数 は 連 結 で

11,322 名（2022 年 3 月 31 日時点），売上収益は

7,562 億円（2022 年 3 月）である (1)。なお，同業

他社である武田薬品工業の売上収益は 3 兆 5,690

億円（2022 年 3 月）である (2)。

2　エーザイの事業内容

　医療用医薬品事業を主要事業と位置付け，2016

年度に中期経営計画「EWAY 2025」をスター

ト。ニューロロジー（神経）領域およびオンコロ

ジー（がん）領域を戦略的重点領域としてい

る (3)。　

3　エーザイ価値創造レポート等の調査結果

1）�アイヴァン・チャン氏（内藤晴夫氏娘婿）常

務執行役

ニューロロジービジネスグループ プレジデント

「私自身も，COVID-19 が蔓延するまでは，二人

の子供と一緒にニューヨークの自宅近くにあるメ

モリーケア施設を毎月訪問し，様々な型の認知症

の当事者様の真実について，心に迫る学びを得て

きました。当事者様とパズルを解き，人となりを

知り，訪ねてこられたご家族と会話するなか，小

さな子供たちの存在によって日常がいかに明るく

なるかを目の当たりにしました。COVID-19 の影

響で訪問が叶わない間も，私たちはメッセージ

カードや，折り紙を送りました」(4)。

2）内藤景介氏（内藤晴夫氏子息）執行役

チーフエコシステムオフィサー

　「認知症と社会との関係において，「共生」と

「予防」を実現するためには，認知症エコシステ

ムへの当事者様の参画が重要であり，当社が社会
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や個人から信頼に値する企業であるかどうかが，

その成否の鍵を握っていると考えています。利他

の精神を継続して信頼に足る具体的なソリュー

シ ョ ン パ ッ ケ ー ジ を 世 に 送 り だ し，「The 

People」をとりまく巨大な生態系を形成すること

で，人々の「生ききる」を支える信頼を築いてい

きたいと思います」（4）。

Ⅵ　考察と結論

エーザイ創業家が知識創造によるイノベーショ

ンを推進することにより，

・�創業家が企業家（アントレプレナー）の役割を

継続的に果たし，組織的なイノベーションが推

進されることが示唆された。

・�創業家の企業家活動として，知識創造イノベー

ションの推進が継承され，次世代に事業承継を

意識させる役割があることが示唆された。

・�組織としてのイノベーションの推進につなが

り，創業家が事業承継することについて組織浸

透する可能性が示唆された。

Ⅶ　本研究の経営上の含意と今後の課題

　本研究はファミリービジネス創業家，ファミ

リービジネス研究者，知識創造イノベーションの

実務家および研究者に含意を与える。

・事業承継を考えるファミリービジネス創業家

・�ファミリービジネスの事業承継を研究する研究

者

・知識創造によるイノベーションを推進する企業

・�知識創造によるイノベーションを研究する研究

者

　一方，本研究の限界と今後の課題は以下を考え

る。

・�創業家へのインタビュー調査の可能性とその有

用性の検討

・�本事例から導き出された結論の他企業への適用

性の検討

注
（1）エーザイ株式会社『第 110 期有価証券報告書』（2022）よ

り引用した。
（2）武田薬品工業株式会社第 145 期有価証券報告書』（2022）

より引用した。
（3） エ ー ザ イ 株 式 会 社 Homepage：https://www.eisai.co.jp/

index.html（2022 年 12 月 1 日閲覧）より引用した。
（4）エーザイ株式会社『価値創造レポート』（2021）より引用

した。
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